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議第１０２号 

 

 

令和５年度村上市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

 

 （総   則） 

第１条 令和５年度村上市の下水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （収益的収入及び支出） 

第２条 令和５年度村上市下水道事業会計予算（以下｢予算｣という。）第３条に定めた収益的収入及び支

出の予定額を次のとおり補正する。 

 

 （科   目）      （既決予定額）     （補正予定額）        （計） 

収   入 

 第１款 下水道事業収益  ３，９０４，０００千円  １，２３２千円  ３，９０５，２３２千円 

  第２項 営業外収益   ２，９４６，２１９千円  １，２３２千円  ２，９４７，４５１千円 

支 出      

 第１款 下水道事業費用  ３，９０４，０００千円  １，２３２千円  ３，９０５，２３２千円 

  第１項 営業費用    ３，５３４，４５７千円  １，２３２千円  ３，５３５，６８９千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，３５９，１２１  

千円は、当年度分消費税等資本的収支調整額５３，３２２千円及び当年度分損益勘定留保資金１，３０

５，７９９千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，５９５，０２１千円は、当年

度分消費税等資本的収支調整額１０５，５７６千円、過年度分損益勘定留保資金３６７，２５９千円及

び当年度分損益勘定留保資金１，１２２，１８６千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のと

おり補正する。 
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 （科   目）     （既決予定額）      （補正予定額）       （計） 

                     収  入 

 第１款 資本的収入  ３，１５１，１３２千円       ９５千円  ３，１５１，２２７千円 

  第６項 出資金   １，０７０，６２７千円       ９５千円  １，０７０，７２２千円 

                     支  出 

 第１款 資本的支出  ４，５１０，２５３千円  ２３５，９９５千円  ４，７４６，２４８千円 

第１項 建設改良費   ９９４，１０３千円   １０，０９５千円  １，００４，１９８千円 

  第４項 出資金返還金        ０千円  ２２５，９００千円    ２２５，９００千円 

 

  

 

                  

 

 

 

 

 令和 ５年 ９月 ６日  提 出 

                         村 上 市 長  高 橋 邦 芳 

 

令和 ５年 ９月  日  議 決 

                         村上市議会議長  三 田 敏 秋
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令和５年度 村上市下水道事業会計補正予算実施計画説明書 

 

収益的収入及び支出            

収 入 

 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

１ 下水道事業収益   3,904,000 1,232 3,905,232 

 ２ 営業外収益  2,946,219 1,232 2,947,451 

  １ 補助金 1,833,320 1,232 1,834,552 
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                                (単位：千円) 

節 
備              考 

区    分 金  額 

   

   

   

他会計補助金 1,232 一般会計繰入金 
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支 出 

 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

１ 下水道事業費用   3,904,000 1,232 3,905,232 

 １ 営業費用  3,534,457 1,232 3,535,689 

  １ 管渠費 183,326 176 183,502 

      

  ５ 総係費 104,937 1,056 105,993 
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                                (単位：千円) 

節 
備              考 

区    分 金  額 

   

   

   

委託料 176 下水道管理システム設定業務委託料 

   

負担金 1,056 村上水道事務所統合負担金 
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資本的収入及び支出            

収 入 

                                 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

１ 資本的収入   3,151,132 95 3,151,227 

 ６ 出資金  1,070,627 95 1,070,722 

  １ 出資金 1,070,627 95 1,070,722 
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                   (単位：千円) 

節 
備              考 

区    分 金  額 

   

   

   

出資金 95 一般会計出資金 
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支 出 

                                 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

１ 資本的支出   4,510,253 235,995 4,746,248 

 １ 建設改良費  994,103 10,095 1,004,198 

  １ 建設事業費 987,068 10,095 997,163 

      

      

 ４ 出資金返還金  0 225,900 225,900 

  １ 出資金返還金 0 225,900 225,900 
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                   (単位：千円) 

節 
備              考 

区    分 金  額 

   

   

   

委託料 10,000 実施設計委託料 

負担金 95 村上水道事務所統合負担金 

   

   

出資金返還金 225,900 一般会計出資金返還金 
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物         8 年～50 年 

      構築物       40 年～50 年 

      機械及び装置     6 年～22 年 

車両及び運搬具     2 年～ 6 年 

工具、器具及び備品  2 年～20 年 

  (2) 無形固定資産 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

  (3) リース資産 

    ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 

 

２ 引当金の計上方法 

  (1) 退職給付引当金 

    職員の退職手当は、下水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する

普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全

部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

  (2) 賞与引当金及び法定福利費引当金 

    職員の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12

月から 3 月までの 4 か月分）を計上している。 

  (3) 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不

能見込額を計上している。 

 

 ３ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。 
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Ⅱ．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 １ リース取引の処理方法 

   リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

   リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年以内のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

16,083,668 千円である。 

 

Ⅳ．セグメント情報の概要 

 １ 報告セグメントの概要 

   村上市下水道事業では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、

農業集落排水事業及び個別排水処理事業を運営しているが、事業の一体性

等の観点から「公共下水道事業」、「農業集落排水事業」の２つを報告セ

グメントとしている。各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとお

りである。 

 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 

下水道法上の下水道、公共下水道及び特定環境保

全公共下水道において、汚水及び雨水の処理を行

う事業 

農業集落排水事業 
下水道法上の下水道以外のもの、農業集落排水施

設、個別浄化槽において汚水の処理を行う事業 
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 ２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（自 令和 5 年 4 月 1 日 至 令和 6 年 3 月 31 日） 

（単位：千円）  

 公共下水道事業  農業集落排水事業 合  計  

営業収益  

営業費用  

707,530 

2,656,719 

164,997 

784,987 

872,527 

3,441,706 

営業損益  

経常損益  

△1,949,189 

△7,600 

△619,990 

△532 

△2,569,179 

△8,132 

セグメント資産  51,467,544 14,054,767 65,522,311 

セグメント負債  46,772,962 12,527,540 59,300,502 

その他の項目  

一般会計繰入金  

減価償却費  

受取利息  

支払利息  

特別利益  

特別損失  

うち減損損失  

 

2,217,795 

1,782,359 

 

292,612 

3 

220 

 

 

689,255 

511,603 

 

72,134 

 

77 

 

 

2,907,050 

2,293,962 

 

364,746 

3 

297 

 

 

Ⅴ．その他の注記 

 (1)  償却資産に関わる経過措置 

   償却資産については、供用開始時から減価償却が行われてきたものとし

て算定した当年度期首の帳簿価額を帳簿原価として処理している。 

 

 



（単位：千円）

１

(１)下 水 道 使 用 料 852,232

(２)負 担 金 20,275

(３)受 託 工 事 収 益

(４)その他営業収益 20 872,527

２

(１)管 渠 費 171,443

(２)ポ ン プ 場 費 41,767

(３)処 理 場 費 770,578

(４)受 託 工 事 費

(５)業 務 費 32,982

(６)総 係 費 104,507

(７)減 価 償 却 費 2,293,962

(８)資 産 減 耗 費 25,000

(９)その他営業費用 1,467 3,441,706

2,569,179

３

(１)受取利息及び配当金

(２)貸付金管理収入

(３)他 会 計 繰 入 金

(４)補 助 金 1,834,552

(５)長期前受金戻入 1,111,663

(６)その他営業外収益 1,123 2,947,338

４

(１)
支払利息及び企業
債取扱諸費 364,746

(２)その他営業外費用 21,545 386,291 2,561,047

8,132

５ 3 3

６ 297 297 △ 294

8,426

12,050

3,624当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

令和5年度　村上市下水道事業補正予算予定損益計算書
(令和　5年　4月　１日から令和　6年　3月31日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益
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（単位：千円）

１

(１)有 形 固 定 資 産

イ 土 地 989,016

ロ 建 物 2,993,080

減 価 償 却 累 計 額 △ 379,075 2,614,005

ハ 構 築 物 63,258,033

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,076,641 56,181,392

ニ 機 械 及 び 装 置 4,915,021

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,312,295 2,602,726

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 1,285

減 価 償 却 累 計 額 △ 231 1,054

ヘ 工具器具及び備品 3,113

減 価 償 却 累 計 額 △ 428 2,685

ト 有 形 リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

チ 建 設 仮 勘 定 2,684,938

65,075,816

(２)無 形 固 定 資 産

イ 借 地 権

ロ 地 上 権

ハ 特 許 権

ニ 施 設 利 用 権 28,273

ホ リ ー ス 資 産

ヘ その他無形固定資産

28,273

65,104,089

２

(１)現 金 預 金 216,587

(２)未 収 金 203,007

貸　倒　引　当　金 △ 2,065 200,942

(３)有 価 証 券

(４)貯 蔵 品 633

(５)前 払 費 用

(６)前 払 金

(７)短 期 貸 付 金

(８)そ の 他 流 動 資 産 60

418,222

65,522,311

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

　資 　産 　合 　計

令和５年度　村上市下水道事業補正予算予定貸借対照表

(令和 ６ 年 ３ 月 ３１日 ）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計
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３

(１)企 業 債

イ 建設改良等に充てる
た め の 企 業 債 24,757,329

ロ そ の 他 企 業 債 24,757,329

(２)そ の 他 固 定 負 債

24,757,329

４

(１)一 時 借 入 金

(２)企 業 債

イ 建設改良等に充てる
た め の 企 業 債 3,465,097

ロ そ の 他 企 業 債 3,465,097

(３)未 払 金 421,784

(４)前 受 金

(５)引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 5,382

ロ 法定福利費引当金 1,045

ハ そ の 他 引 当 金 6,427

(６)そ の 他 流 動 負 債 1,180

3,894,488

５

(１)長 期 前 受 金 35,407,729

(２)長 期 前 受 金
収 益 累 計 額 △ 4,759,044

30,648,685

59,300,502

６

(１)自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金 1,403,036

ロ 出 資 金 4,188,577

ハ 組 入 資 本 金

5,591,613

5,591,613

７

(１)資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 305,667

ロ 国 庫 補 助 金 245,907

ハ 県 補 助 金 74,998

626,572

(２)利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 建 設 改 良 積 立 金

ハ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 3,624

3,624
630,196

6,221,809

65,522,311負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
資　本　の　部

資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

負　債　の　部

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計
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（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 8,426

減価償却費 2,293,962

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,021

引当金の増減額（△は減少） 1,058

長期前受金戻入額 △ 1,111,663

支払利息 364,746

固定資産除却費 25,000

固定資産売却損益（△は益） △ 1

未収金の増減額（△は増加） △ 88,710

未払金の増減額（△は減少） △ 38,248

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 618

前払金の増減額（△は増加） 189,300

前受金の増減額（△は減少）

その他流動資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 50,808

小計 1,577,613

利息の支払額 △ 364,746

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,212,867

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 1,970,531

固定資産の売却による収入 1

721,303

受益者負担金等による収入 3

△ 5,157

5,157

25,875

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,223,349

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入金による収入

一時借入金の返済による支出 △ 84,900

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 2,237,300

1,070,722
　一般会計への出資金返還による支出 △ 225,900

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 513,771

資金増加額（又は減少額） △ 524,253

資金期首残高 740,840

資金期末残高 216,587

（単位：千円）

令和５年度　村上市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和　5年　4月　１日から令和 6年　3月31日まで）

△ 3,510,993
建設改良等の財源に充てるための企業債の
償還による支出

　一般会計からの出資による収入

  国庫補助金等による収入

　短期貸付金による支出

　短期貸付金の回収による収入

　補償等による収入
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